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明 細 書

発 明の名称 ：真空断熱材及びそれ を用 いた冷蔵庫

技術分野

[0001 ] 本発 明は真空断熱材及び これ を用 いた冷蔵庫 に関す る。

背景技術

[0002] 本技術分野の背景技術 と して、特開 2 0 0 8 _ 6 4 3 2 3 号公報 （特許文

献 1 ) が ある。特許文献 1 には、外箱 と内箱間に発泡断熱材 を充填 した断熱

箱体 と、外箱の内面側 に配 され る放熱パイ プと、芯材 を外被材 で覆 って内部

が減圧 され るとともに放熱パイ プが嵌め られ る溝部 を設 けた真空断熱パネル

とを備 えた冷蔵庫 において、真空断熱パネル は、溝部 を形成 した面の裏面に

溝部 に対向 して形成 され るとともに溝部 よ りも長手方 向に垂直な幅が広 い凸

部 を有す る構成が記載 され ている。

先行技術文献

特許文献

[0003] 特許文献 1 ：特開 2 0 0 8 _ 6 4 3 2 3 号公報

発 明の概要

発 明が解決 しょ うとす る課題

[0004] しか しなが ら、特許文献 1 では、真空断熱材 を形成 した後 に、金型によ り

プ レス加工 を行 うことで真空断熱材 に溝部 を形成 している。す ると、真空断

熱材の性能 において加工部 における芯材の無機繊維が切断等 され る。 これ に

よ り、断熱性能が悪化す る。また、外被材が プ レス加工によ り延伸 され破れ

やガスバ リャ性の低下が生 じる ことで、断熱性能が悪化す るとい う問題が あ

つた。

[0005] そ こで本発 明は、芯材ゃ外被材への負荷 を低減す る ことで、長期 に亘 つて

断熱性能 を確保できる真空断熱材及び これ を備 えた冷蔵庫 を提供す る ことを

目的 とす る。

課題 を解決す るための手段



[0006] 上記課題 を解決す るため に、例 えば特許請求の範囲 に記載の構成 を採用す

る。本願発 明は上記課題 を解決す る手段 を複 数含んで いるが、その一例 を挙

げるな らば、芯材 と、該芯材 を収納 して内部 を減圧す る外被材 とを備 えた真

空断熱材 において、前記芯材 は第一の材料 に切 り欠 き部 を設 け、該第一の材

料 よ りも密度が低 く厚み方 向の変形率が大 きい第二の材料 を前記第一の材料

の上 に重ね て、前記第二の材料 は凹部 を形成す るよ うに前記切 り欠 き部側 に

湾 曲 した ことを特徴 とす る。

発 明の効果

[0007] 芯材 ゃ外被材への負荷 を低減す る ことで、長期 に亘 つて断熱性能 を確保 で

きる真空断熱材及 び これ を備 えた冷蔵庫 を提供す る ことがで きる。

図面の簡単 な説 明

[0008] [ 図 1] 本発 明の実施例 に係 る冷蔵庫 の正面図。

[図2] 図 1 の A _ A 断面図。

[図3] 本発 明に用 いた真空断熱材 の概 略断面図。

[図4] 本発 明の実施例 1 を示す真空断熱材 の芯材構成説 明図。

[図5] 本発 明の実施例 2 を示す真空断熱材 の芯材構成説 明図。

[図6] 本発 明の実施例 3 を示す真空断熱材外箱設置説 明図。

[図7] 本発 明の各実施例 に係 る芯材材料 の評価結 果 を示す 図表 。

発 明 を実施す るための形態

[0009] 以下 、本発 明の実施 形態 につ いて、図 1 及 び図 2 を用 いて説 明す る。図 1

は本実施 形態 を示す冷蔵庫 の正面図で あ り、図 2 は図 1 の A _ A 断面図 を示

して いる。

[001 0] 本実施 形態の冷蔵庫 1 は、図 2 に示す よ うに、上部 に冷蔵室 2 、下部 に野

菜室 5 を有 して いる。また、冷蔵室 2 と野菜室 5 との間 には、下段冷凍室 4

を備 えて いる。下段冷凍室 4 と冷蔵室 2 の間 には、左右 に並べ て製氷室 3 a

と上段冷凍室 3 b を備 えて いる。

[001 ] 上記各貯蔵室 には、図 1 に示す よ うに、前 面開 口を開閉す る扉がそれ ぞれ

設 け られ て いる。冷蔵室 2 には、 ヒンジ 1 0 等 を中心 に回動す る回転式の冷



蔵室扉 6 a , 6 b が設 けられている。

[001 2 ] 製氷室 3 a , 上段冷凍室 3 b , 下段冷凍室 4 及び野菜室 5 には、それぞれ

引き出 し式の製氷室扉 7 a , 上段冷凍室扉 7 b , 下段冷凍室扉 8 , 野菜室扉

9 を配置す る。 これ らの引き出 し式の扉 を引き出す と、各貯蔵室に収納 した

貯蔵容器が共に引き出 され る。

[001 3 ] 各扉には、冷蔵庫 1 本体 に気密的に密着す るためのシール部材 1 1 を備 え

、各扉の貯蔵室側の開口外周縁に取 り付 けられている。また、冷蔵室 2 と製

氷室 3 a 及び上段冷凍室 3 b との間を断熱区画す るために、断熱仕切 り 1 2

を配置 している。 この断熱仕切 り 1 2 は、厚 さ 3 0 〜 5 0 國 程度の断熱壁で

、スチ ロフォーム，発泡断熱材 （硬質ウ レタンフォーム），真空断熱材等、

それぞれ を単独使用又は複数の断熱材 を組み合わせて設 けられている。また

、同様 に、下段冷凍室 4 と野菜室 5 の間には、区画断熱す るための断熱仕切

り 1 4 を設 けている。

[001 4 ] 製氷室 3 a 及び上段冷凍室 3 b と下段冷凍室 4 の間は、温度帯が同 じであ

るため区画断熱す る仕切 りではな く、シール部材 1 1 受面を形成 した仕切 り

部材 1 3 を設 けている。

[001 5 ] 基本的に冷蔵，冷凍等の貯蔵温度帯の異なる部屋の仕切 りには断熱仕切 り

を設置 している。なお、箱体 2 0 内には上か ら冷蔵室 2 , 製氷室 3 a 及び上

段冷凍室 3 b , 下段冷凍室 4 , 野菜室 5 の貯蔵室 をそれぞれ 区画形成 してい

るが、各貯蔵室の配置 については特に これ に限定す るものではない。また、

冷蔵室扉 6 a , 6 b , 製氷室扉 7 a , 上段冷凍室扉 7 b , 下段冷凍室扉 8 ,

野菜室扉 9 に関 しても、回転による開閉，引き出 しによる開閉及び扉の分割

数等、特に限定す るものではない。

[001 6] 箱体 2 0 は、外箱 2 と内箱 2 2 とを備 え、外箱 2 1 と内箱 2 2 とによつ

て形成 され る空間に断熱部 を設 けて箱体 2 0 内の各貯蔵室 と外部 とを断熱 し

ている。 この外箱 2 1 と内箱 2 2 との空間に真空断熱材 を配置 し、真空断熱

材以外の空間には硬質ウ レタンフォーム等の発泡断熱材 2 3 を充填 してある

。真空断熱材 5 0 については後述す る。



[001 7] また、冷蔵庫 1 の各貯蔵室を所定の温度に冷却するために、製氷室 3 a ,

上段冷凍室 3 b , 下段冷凍室 4 (冷凍温度帯室）の背側には、冷却器 2 8 が

備 えられている。 この冷却器 2 8 は、圧縮機 3 0 と凝縮機 3 1 , キヤ ビラ リ

—チュー ブ （図示せず） とを接続 し、冷凍サイクルを構成 している。冷却器

2 8 の上方には、 この冷却器 2 8 にて冷却 された冷気を冷蔵庫 1 内に循環 し

て所定の低温度を保持する送風機 2 7 が配設 されている。

[001 8] また、冷蔵庫 1 の冷蔵室 2 と製氷室 3 a 及び上段冷凍室 3 b 、冷凍室 4 と

野菜室 5 を区画する断熱仕切 り 1 2 , 1 4 は、発泡ポ リスチ レン 3 3 と真空

断熱材 5 0 c を備 えている。断熱仕切 り 1 2 , 4 については、硬質ウ レタ

ンフォーム等の発泡断熱材 を充填 しても良 く、特に発泡ポ リスチ レン 3 3 と

真空断熱材 5 0 c に限定するものではない。

[001 9] また、箱体 2 0 の天面後方部には、冷蔵庫 1 の運転を制御するための基板

や電源基板等の電気部品 4 を収納するための凹部 4 0 が形成 されている。

また、電気部品 4 1 を覆 うカバ一 4 2 が設 けられている。カバ一 4 2 の高 さ

は、外観意匠性 と内容積確保を考慮 して、外箱 2 1 の天面 2 a とほぼ同 じ

高 さになるように配置 している。特に限定するものではないが、カバ一 4 2

の高 さが外箱 2 の天面 2 1 a よ りも突き出る場合は、 1 0 國 以内の範囲に

収めることが望ま しい。

[0020] 凹部 4 0 は発泡断熱材 2 3 側に電気部品 4 を収納する空間だけ窪んだ状

態で配置 され るため、断熱厚 さを確保するため必然的に内容積が犠牲になつ

て しまう。内容積 をよ り大き くとると、凹部 4 0 と内箱 2 2 間の発泡断熱材

2 3 の厚 さが薄 くなつて しまう。 このため、凹部 4 0 の発泡断熱材 2 3 中に

真空断熱材 5 0 a を配置 して、断熱性能を確保 しつつ強化 している。本実施

例では、真空断熱材 5 0 a を電気部品 4 の下部に跨 るように略 Z 形状に成

形 した 1 枚の真空断熱材 5 0 a としている。尚、カバ一 4 2 は耐熱性を考慮

して鋼板製 とする。

[0021 ] また、箱体 2 0 の背面下部に配置 された圧縮機 3 0 や凝縮機 3 は、発熱

の大きい部品である。そのため、庫内への熱侵入を防止するため、内箱 2 2



側への投影面に真空断熱材 5 0 d を配置 している。また、側面 2 1 e や背面

2 1 b にも、真空断熱材 5 0 b 等 を配置す ることで、箱体 2 0 の断熱性 を高

めている。

[0022] 次に、本実施形態の真空断熱材 5 0 について、図 3 を用 いてその構成 を説

明す る。真空断熱材 5 0 は、芯材 5 と該芯材 5 を圧縮状態に保持す るた

めの内包材 5 2 、前記内包材 5 2 で圧縮状態に保持 した芯材 5 を被覆す る

ガスバ リヤ層 を有す る外被材 5 3 、及び吸着剤 （図示せず） とを有す る。

[0023] 外被材 5 3 は、真空断熱材 5 0 の外側 に配置 され、同 じ大 きさのラ ミネ一

トフィルムの稜線か ら一定の幅の部分 を熱溶着によ り貼 り合わせた袋状で構

成 されている。なお、本実施例 において、芯材 5 1 についてはバインダー等

で接着や結着 していない柔軟性 を有す る無機繊維の積層体 と してお り、平均

繊維径 のグラスウール を用 いる。芯材 5 1 については、無機系繊維材

料の積層体 を使用す ることによ り、アウ トガスが少な くなるため、断熱性能

的に有利であるが、特に これ に限定す るものではな く、例 えばセラ ミック繊

維や ロックウール，グラスウール以外のガラス繊維等の無機繊維等でもよい

。芯材 5 の種類によっては内包材 5 2 が不要の場合 もある。

[0024] また、芯材 5 については、無機系繊維材料の他 に、有機系樹脂繊維材料

を用 いることができる。有機系樹脂繊維の場合、耐熱温度等 を満足 していれ

ば特に使用に際 して制約 され るものではない。具体的には、ポ リスチ レンや

ポ リエチ レンテ レフタ レ一 ト，ポ リプロピレン等 をメル トブロー ン法ゃスパ

ンポ ン ド法等で 1 〜 3 O m 程度の繊維径になるように繊維化す るのが一般

的であるが、繊維化できる有機系樹脂や繊維化方法であれ ば特に問 うもので

はない。

[0025] 外被材 5 3 のラ ミネー ト構成については、ガスバ リヤ性 を有 し、熱溶着可

能であれ ば特に限定す るものではないが、本実施形態においては、表面保護

層，複層のガスバ リヤ層，熱溶着層の 3 層構成か らなるラ ミネー トフィルム

と している。表面保護層は、保護材の役割 を持つ樹脂 フィルム と している。

[0026] ガスバ リヤ層は、樹脂 フィルムに金属蒸着層 を設 けた層 と、酸素バ リヤ性



の高い樹脂フィルムに金属蒸着層を設けた層とを有 し、互いの金属蒸着層同

士が向かい合うように貼 り合わせている。

[0027] 熱溶着層は、表面層と同様に吸湿性の低いフィルムを用いている。

[0028] 具体的には、表面保護層として、二軸延伸タイプのポ リプロピレン，ポ リ

アミ ド，ポ リエチレンテレフタレ一 ト等の各フィルムを用いる。

[0029] ガスバ リヤ層として、アル ミニウム蒸着付きの二軸延伸ポ リエチレンテレ

フタレ一 トフイルムと、アル ミニウム蒸着付きの二軸延伸エチレンビニルァ

ルコール共重合体樹脂フィルム又はアル ミニゥム蒸着付きの二軸延伸ポ リビ

ニルアルコール樹脂フィルム、或いはアル ミ箔を用いる。

[0030] 熱溶着層として、未延伸タイプのポ リエチレン，ポ リプロピレン等の各フ

イルムとする。

[0031 ] この 3 層構成のラミネー トフィルムの層構成や材料については、特にこれ

らに限定するものではない。例えばガスバ リヤ層として、金属箔、或いは樹

脂系のフィルムに無機層状化合物，ポ リアクリル酸等の樹脂系ガスバ リヤコ

_ ト材， D L C (ダイヤモン ドライクカーボン）等によるガスバ リヤ膜を設

けたものや、熱溶着層に酸素バ リヤ性の高いポ リブチレンテレフタレ一 トフ

イルム等を用いても良い。

[0032] 表面保護層は、ガスバ リヤ層の保護材であるが、真空断熱材 5 0 の製造ェ

程における真空排気効率を良くするためにも、好ましくは吸湿性の低い樹脂

を配置するのが良い。

[0033] また、ガスバ リヤ層に使用する金属箔以外の樹脂系フィルムは、吸湿する

ことによってガスバ リャ性が著 しく悪化 して しまうため、熱溶着層について

も吸湿性の低い樹脂を配置する。これにより、ガスバ リヤ性の悪化を抑制す

ると共に、ラミネー トフィルム全体の吸湿量を抑制するものである。また、

真空断熱材 5 0 の真空排気工程においても、外被材 5 3 が持ち込む水分量を

小さくできるため、真空排気効率が大幅に向上 し、断熱性能の高性能化につ

ながっている。

[0034] なお、各フィルムのラミネー ト （貼 り合せ）は、二液硬化型ウレタン接着



剤を介 して ドライラミネー ト法によつて貼 り合わせるのが一般的であるが、

接着剤の種類や貼 り合わせ方法には特にこれに限定するものではなく、ゥェ

ッ トラミネ一 ト法，サ一マルラミネ一 ト法等の他の方法によるものでもよい

[0035] また、内包材 5 2 については、熱溶着可能なポ リエチレンフィルム、吸着

剤は物理吸着タイプの合成ゼォライ トを用いている。

[0036] し力、し、いずれもこれ らの材料に限定するものではなく、内包材 5 2 につ

いてはポ リプロピレンフィルム，ポ リエチレンテレフタレ一 トフイルム，ポ

リブチレンテレフタレ一 トフィルム等、吸湿性が低 く熱溶着でき、アウ トガ

スが少ないものであれば良く、吸着剤については水分やガスを吸着するもの

で、物理吸着，化学反応型吸着のどちらでも良い。

[0037] (実施例 1 )

次に、本発明の実施例 1 について図 4 を参照 しながら説明する。

[0038] 図 4 は、実施例 1 を示す真空断熱材の芯材構成説明図である。真空断熱材

5 0 の芯材は、第一の材料 5 1 b に切 り欠き部 5 1 c を設けている。また、

第一の材料 5 b よりも密度が低 く厚み方向の変形率が大きい第二の材料 5

a を、第一の材料 5 b の上に重ねて、第二の材料 5 a は凹部 5 4 を形

成するように切 り欠き部 5 c 側に湾曲 した構成である。

[0039] 第二の材料 5 a は、厚み方向に変形が大きい低密度材料として、無機繊

維のグラスウール繊維集合体とする。

[0040] 第一の材料 5 b は、厚み方向に変形が小さい高密度材料として、有機繊

維のポ リスチレン繊維集合体を用いたものである。

[0041 ] 第一の材料 5 b と第二の材料 5 a とを合わせて、内包材 5 2 及び外被

材 5 3 で真空包装することで、内部は負圧とな り、芯材 5 1 が外部から均等

に圧力を受ける。このとき、第一の材料 5 1 b は切 り欠き部 5 1 c を備えて

おり、第一の材料 5 b よりも密度が低い第二の材料 5 a が押されて、切

り欠き部 5 c に入 り込む形状となる。なお、第一の材料 5 b を第二の材

料 5 1 a よりも小さい形状とすることで、第二の材料 5 a の一端側又は両



端側が湾曲して、凹部を構成することもできる。

[0042] また、切り欠き部の最大深さを第一の材料 5 b の圧縮変形後の厚さとほ

ぼ同一とする。この場合、第二の材料 5 1 a の凹部 5 4 を形成するように湾

曲した部分は、第一の材料 5 1 b の一側面とほぼ同一面となり、凹部5 4 の

反対側に必要以上に突出することを抑制することができる。

[0043] 次に、本実施例における第一の材料 5 b 及び第二の材料 5 a 、すなわ

ち、高密度材料と低密度材料の検討結果を図7 に示す。

[0044] 図7 において、No . 1 は、高密度材料を密度 1 0 5 Okg m 3のA B S樹脂

板、低密度材料を密度 1 1 . 5 kg m 3のグラスウール繊維集合体とした。

[0045] No . 2 は、高密度材料を密度 8 8 kg m 3のポリスチレン繊維集合体、低密

度材料を密度 1 1 . 5 kg m 3のグラスウール繊維集合体とした。

[0046] No . 3 は、高密度材料を密度4 4 kg m 3のポリスチレン繊維集合体、低密

度材料を密度 1 1 . 5 kg m 3のグラスウール繊維集合体とした。

[0047] No . 4 は、高密度材料を密度 2 5 kg m 3の連通した発泡ウレタン、低密度

材料を密度 1 1 . 5 kg m 3のグラスウール繊維集合体とした。

[0048] No . 5 は、高密度材料を密度4 4 kg m 3のポリスチレン繊維集合体、低密

度材料を密度 2 3 kg m 3のプレス圧縮したグラスウール繊維集合体とした。

[0049] No . 6 は、高密度材料を密度 1 6 kg m 3のポリスチレン繊維集合体、低密

度材料を密度 1 1 . 5 kg m 3のグラスウール繊維集合体とした。

[0050] No . 7 は、高密度材料及び低密度材料を密度 1 1 . 5 kg m3のグラスウール

繊維集合体とした。

[0051 ] これらの検討の結果、No . 1のように、高密度材料に対して低密度材料の

密度比が 1%となっても、凹部形状を形成することができる。しかし、高密

度材料の密度が高い場合は、真空断熱材としたときの熱の伝わりが高く、熱

伝導率は悪化してしまう。

[0052] 一方、No . 7 のように、高密度材料に対して低密度材料の密度比が 1 0 0

%になると、凹部形状が安定して形成できない。

[0053] これにより、高密度材料に対し低密度材料の密度比が 1 3 〜 7 2 %の場合



( N o . 2 〜 N o . 6 ) 、凹部形状の成形性が良く、熱伝導率の良好な値が得ら

れる。また、好ましくは高密度材料に対し低密度材料の密度比が 2 6 〜 5 2

% ( N o . 3 〜 N o . 5 ) とすることで、より成形性，熱伝導率の良好な真空断

熱材を得ることができる。

[0054] なお、本実施例の高密度材料として、ポリスチレン繊維集合体を用いたが

、ポリエチレンテレフタレ一 ト，ポリエチレン，ポリプロピレン，ポリ力一

ポネー ト，ポリアミド，ポリビニルアルコール繊維集合体や、発泡ウレタン

, ポリスチレン等を用いることも可能である。

[0055] また、低密度材料として、繊維集合体と同じ種類の繊維集合体でも、バイ

ンダ一ゃグラスウールシー ト等の密度が異なる材料を用いることで凹形状を

形成することが可能である。

[0056] (実施例 2 )

次に、図 5 を参照して実施例 2 について説明する。図 5 は、第一の材料 5

b (ポ リスチレン繊維集合体）の一部の層を、第二の材料 5 1 a (グラス

ウール繊維集合体）の大きさよりも小さくしたものである。すなわち、第二

の材料 5 a と重なる第一の材料 5 b の層に、所定間隔の隙間を設けた構

成である。または、第二の材料 5 a と重なる第一の材料 5 b の層に、第

一の材料 5 b の圧縮変形後の厚さとほぼ同一の切り欠き部を設けた構成と

する。

[0057] 第二の材料 5 a の凹部 5 4 の大きさは、第一の材料 5 b の厚さにより

決まるため、第一の材料 5 1 b の層の厚さを少なくすることで、容易に凹部

5 4 の大きさを変えることができる。これにより、第二の材料 5 1 a の層に

おいて、プレス加工等ではスプリングバックにより成形が困難である小さい

凹部 5 4 も成形することができる。

[0058] (実施例 3 )

次に、図 6 を参照して実施例 3 について説明する。図 6 は、冷蔵庫の外箱

2 1 と内箱 2 2 との間に、真空断熱材 5 0 を設置 した時の断面図である。外

箱 2 1 と内箱 2 2 との間には、真空断熱材 5 0 を備えている。さらに、冷媒



を放熱する放熱パイプ 6 0 が、鋼板製の外箱 2 1 に接するように、外箱 2 1

と真空断熱材 5 0 との間に配置 している。これによ り、放熱パイプ 6 0 か ら

の熱が鋼板製の外箱 2 を伝わ って外部に放熱 されるので、庫内に熱影響が

及ばないように抑制できる。

[0059] また、放熱パイプ 6 0 は、凹部 5 4 に設置する。

[0060] これによ り、平面状の外箱 2 1 に放熱パイプ 6 0 を配置 して、この放熱パ

イブ 6 0 を覆 うように真空断熱材 5 0 を設置できる。また、外箱 2 1 に溝加

ェ等を施 さずに、放熱パイプ 6 0 の上か ら真空断熱材 5 0 を設置することが

できる。 したがって、真空断熱材 5 0 を外箱 2 1 に沿 った大きな外径寸法で

配置することができるので、真空断熱材 5 0 によるカバ一率が大きくな り、

熱漏えいの少ない断熱性能の向上 した冷蔵庫 1 が提供できる。

[0061 ] 以上よ り、本発明の実施形態によれば、芯材は第一の材料に切 り欠き部を

設け、この第一の材料よ りも密度が低 く厚み方向の変形率が大きい第二の材

料を第一の材料の上に重ねて、第二の材料は凹部を形成するように切 り欠き

部側に湾曲 した ことを特徴 とする。すなわち、真空包装 したときに外気か ら

の圧力によ り、厚み方向に変形が大きい第二の材料が第一の材料の切 り欠き

部に沿 った形状 とな り、凹部を設けることができる。

[0062] これによ り、真空断熱材 とした後にプレス加工を行 う必要がない。よって

、芯材の無機繊維が切断されることや、外被材がプレス加工によ り延伸 され

て破れやガスバ リヤ性が低下する等の断熱性能の低下要因を防 ぐことができ

る。また、冷蔵庫の外箱に設置する放熱パイプ部にも断熱性能を長期維持 し

た真空断熱材を用いることで、冷蔵庫の省エネルギー性を向上できる。

符号の説明

[0063] 冷蔵庫

2 0 箱体

2 外箱

2 2 内箱

2 3 発泡断熱材



, 5 4 凹部

, 5 0 a , 5 0 b , 5 0 c , 5 0 d 真空断熱材

芯材

a 第二の材料 （グラスウール繊維集合体）

b 第一の材料 （ポ リスチ レン繊維集合体）

c 切 り欠き部

内包材

外被材

放熱パイプ

アル ミテー プ

発泡 ウ レタン。



請求の範囲

[請求項 1] 芯材 と、該芯材 を収納 して内部 を減圧す る外被材 とを備 えた真空断

熱材 において、

前記芯材 は第一の材料 に切 り欠き部 を設 け、該第一の材料 よ りも密

度が低 く厚み方向の変形率が大 きい第二の材料 を前記第一の材料の上

に重ねて、前記第二の材料 は凹部 を形成す るように前記切 り欠き部側

に湾曲 した ことを特徴 とす る真空断熱材。

[請求項 2] 前記第二の材料 と してグラスウール又は樹脂繊維集合体 を用 いるこ

とを特徴 とす る、請求項 1 記載の真空断熱材。

[請求項3] 前記第一の材料 と して樹脂繊維集合体又は発泡 ウ レタンを用 いるこ

とを特徴 とす る、請求項 1 記載の真空断熱材。

[請求項4] 前記第一の材料 に対す る前記第二の材料の密度比は 1 3 〜 7 2 % で

あることを特徴 とす る、請求項 1 乃至 3 の いずれかに記載の真空断熱

材。

[請求項5] 前記切 り欠き部の最大深 さは、前記第一の材料の圧縮変形後の厚 さ

とほぼ同一 となることを特徴 とす る、請求項 1 乃至 3 の いずれかに記

載の真空断熱材。

[請求項6] 外箱 と内箱 との間に真空断熱材 を備 え、

冷媒 を放熱す る放熱パイプを外箱 と真空断熱材 との間に配置 した冷

蔵庫 において、

前記真空断熱材 は、芯材 と、該芯材 を収納 して内部 を減圧す る外被

材 とを備 え、

前記芯材 は第一の材料 に切 り欠き部 を設 け、該第一の材料 よ りも密

度が低 く厚み方向の変形率が大 きい第二の材料 を前記第一の材料の上

に重ねて、前記第二の材料 は凹部 を形成す るように前記切 り欠き部側

に湾曲 して、

前記凹部に前記放熱パイプが位置す ることを特徴 とす る冷蔵庫。
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A JP 2008-064323 A い: ー プ株式会社）2008· 03· 2 1，全文、全 図 （フ 1 - 6
了 ミリーな し）

A JP 2004-11755 A (松 下冷機株式会社） 2004· 01· 15，全文、全 図 （フ 1 - 6
了 ミリーな し）

c 欄 の続 きに も文献が列挙 されてい るc パ テ ン トフ ァ ミ リー に関す る別紙 を参照。

* 引用文献 の 日の後に公表 された文献
ΓΑ 」特 に関連のある文献ではなく、一般的技術水準 を示す 「Τ 」国際出願 日又は優先 日後 に公表 された文献であって

もの 出願 と矛盾す るものではな く、発明の原理又は理論
ΓΕ 」国際出願 日前の出願 または特許 であるが、国際出願 日 の理解 のために引用す るもの

以後 に公表 され た もの 「X 」特に関連のある文献であって、当該文献のみで発明
「L 」優先権主張に疑義 を提起す る文献又は他 の文献の発行 の新規性又は進歩性がない と考 え られ るもの

日若 しくは他 の特別 な理 由を確 立す るために引用す ΓΥ 」特に関連のある文献であって、当該文献 と他の 1 以
る文献 （理 由を付す） 上の文献 との、当業者 に とって 自明である組合せ に
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